
◆自治会加入率低下 
◆各種団体の会員数 
  の減少 
◆テーマ型組織の 
  増加 
◆団体の担い手不足 
◆独居高齢者の増加 
◆防災、防犯、生活上 
  の不安 

◆地方分権 
◆住民ニーズの 
  多様化への対応 
◆公共範囲の拡大 
◆職員数の減 
◆収入減・市債残高 
  の増加 
◆安全・安心の取組み 

 
★人口減少 
 現在365,000人 ＝＞ 

  2030年 302,000人に 
★高齢化 
 現在25.5％   ＝＞ 

  2030年 34.9％に 
★少子化 
 合計特殊出生率  1.21 
★ライフスタイルの多様化 
 

地域 市役所 

地域コミュニティの
希薄化 

既存の仕組みの 
限界 

市が公共の全てを
担うことの限界 

仕組みの再構築
の検討が必要 

現  状 

中核市の現状を踏まえ 

資料２ 社会の現状とこれからの地域と市の関係 



地域連携組織 
  （地域内ネットワークの組織化） 
 

○地域内での話合い・協議の場 
  地域の課題の共有 
○地域一体となっての事業実施 
○将来ビジョン（地域づくり計画） 

コミュニティ政策 
（地域連携組織のサポート体制） 

 

○市役所内の連携システム 
○サポートするための体制整備 

（条例や要綱の整備、組織の
見直し） 

市役所 地域 

地域のニーズに合った 
地域主体の地域づくり 

目指す（仮）地域連携組織と市との関係 

連携 
協働 


